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Abstract：Inrecentyears，WOmenandtheirpovertyissues，inparticular，female－

headedfami1iesIssues，havebeenfrequentlyappearinginpovertyresearch．Reasons

ofthiscanbepointedoutasincreasingnumberofdivorcedand／orummarriedmothers

andempoweringfeminismaffecttosocialwelfarefields．However，takingfeminism

perspective atpovertyresearch doesn’tmeansimplytakingfemale－headedfamily

issuesonly．Thefactthatgenderissuecauseswomen’spoverty，muStberecognized

atthefirstJnotherwords，aSaCOmmOnissueinpovertyresearch，itisimminentto

recognizethatwomen’spovertyiscausedbysocialandclassstatus，Whichregulates

womenaswives，mOthersand／orcarepersons．

1．はじめに

アメリカにおいて，1970年代はじめから着手さ

れた，フェミニズムの視点をもって社会福祉を再

検討する試みは，フェミニズムの成熟と軌を同じ

くしながら，徐々にその問い直しの成果を上げつ

つある（注1）。それは，職業としての社会福祉，

方法論としてのソーシャルワーク実践，社会福祉

政策の再検討等，それぞれのなかにおいて進行し

つつあるが，1980年代に入って，その主たる研究

対象が貧困問題に向けられた。その背景には，

「貧困の女性化」といわれる，貧困問題とジェソ

ダーとの不幸な関わりが明らかになったことが指
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摘できる（注2）。社会福祉受給者の多くを占め

る「女性世帯」の貧困問題に迫るためには，貧困

研究にジェソダーの視点を持ち込むことが不可欠

であることが，共通の認識となりつつあるからで

ある。一方，現在のところ「貧困の女性化」現象

が顕著ではない日本においてほ，貧困とジェソダ

ーの関わりを問うことは，ほとんど行われていな

い。つまり貧困とは，ジェソダーに関わりのない

問題として取り扱われている。貧困研究の対象者

とは，男性貧困者，あるいは男性でも女性でもな

い，属する性を持たない「のっべらぼうの貧困

者」なのである。貧困者の分類としては，「高齢

者世帯」「傷病障害世帯」「アルコール依存者」

「ホームレス」という分け方が存在するが，「母子

世帯」を例外として，いずれも性にかかわりなく

分類されている。しかし，男性の貧困者と女性の
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貧困者とでは，貧困に至った理由も経過も，また

当然ながら援助の方法も異なるはずである。そし

て，「貧困の女性化」が顕在していないとはいっ

ても，女性役割を基底にした構造的性差別社会に

おいては，男性よりも女性の方が貧困に陥ること

が容易である。また，今後進行することが予測さ

れる家族の変化と高齢社会においては，貧困問題

はより女性に切実な問題にならざるを得ない。貧

困研究においてほ，ジェソダーは重要な「指標」

のひとつのはずである。ここでは，近年の貧困研

究の動向と，「女性世帯」における貧困問題につ

いて，ジェソダーの視点で検討してみることにす

る。

2．貧困研究の動向とジェンダー

貧困研究が，戦後の一時期においての「隆盛」

の後，「衰退」したという認識は，社会福祉研究

者の間では，ほぼ共通しているといえよう。高度

経済成長を経て，総「中流階級化」した日本にお

いて，貧困はもはや「見えない問題」となり，社

会福祉研究の主要なテーマとしての座を下りたか

のようである。一例をあげれば，日本社会福祉学

会の年次大会における研究発表を一瞥しても，

「公的扶助分科会」は年々小規模なものとなって

いる。1993年の41回大会では，分科会そのものが

ついに消滅し，復活した1994年大会でも，わずか

3発表が行われただけである。1995年大会からは

単独の分科会ではなく，「公的扶助・低所得者福

祉・司法福祉・更生保護」という分科会に統合さ

れた。1995年大会，1996年大会ともに合計で7発

表が行まっれた忙すぎない。

このような貧困研究の「衰退」の理由として，

従来の「公的扶助」を中心とした貧困研究が，社

会福祉の各領域で取り組むべき課題に分散したこ

とがあげられる。貧困問題は，例えば高齢者問題，

障害者問題，児童問題，母子問題といった，それ

ぞれ貧困者の所属する集団別に捉えられ始めたか

らである。上述した日本社会福祉学会の研究発表

を見ても，「公的扶助分科会」以外でも，高齢者

の貧困問題は「高齢者分科会」で，「母子世帯」

の貧困問題は「女性福祉分科会」で取り上げられ

ている。

このように貧困研究は，ジェソダーの視点を持

ち込む必要や契機を問わないままそれぞれに「分

化」した。その理由として，次のことがあげられ

る。つまり貧困とは，労働と失業を軸とした概念

であり，それは生計を担う者＝世帯主の問題とし

て出現する。それであるならば，男性世帯主を当

然とする社会においては，女性の貧困は男性の貧

困に付随するものして潜在化してしまう。女性自

身の貧困は，男性世帯主のいない「女性世帯」の

場合にのみ例外的に顕在化する。つまり女性の貧

困とは，「例外的」な「少数」の問題であり，主

たる問題として貧困研究で取り上げるテーマとは

なりえなかったからである。このような貧困研究

と株，貧困の主たる担い手を研究対象として取り

上げはするが，「少数」の「例外」を無視するこ

とにより，貧困問題の担い手の総体を明らかにす

ることを妨げる。そして「少数」の「例外」の問

題こそ，「階級」と「性」の二重構造によって出

現する現代の貧困の大きな特徴といえるのである。

しかし従来の貧困研究が，全く女性の問題を取

り上げてこなかったわけではない。遠くは「女工

哀史」や「からゆきさん」研究のなかで女性の貧

困が取り上げられたし，近年においては，女性を

対象とした社会福祉政策を取り上げるなかで，例

えば母子家庭，母子寮問題，婦人保護といった領

域で貧困問題に言及した研究もある。しかしジェ

ソダーの視点を持ち込むということは，単に女性

の貧困を取り上げることを意味しない。それは，

女性ゆえに出現する貧困問題のルーツとは，ジェ

ソダーから派生する問題であること，女性を妻・

母・育児や介護する者として規定する特別の地位

－「ジ・ェソダー役割ステイタス」にあることを
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共通の認識とすることである。ゆえに男性にとっ

ては，失業や病気が貧困の原因となるが，女性に

とっては，女性であること，「女性世帯」である

こと自体が貧困の原因なのである。

それでも近年において，女性が抱える貧困問題

に関心が向けられるようになってきた。その理由

をあげれば，1）貧困問題が再び「見える」問題

になりつつあること。住宅問題，教育問題，労災

や交通事故による不慮の事故，ホームレスの増加

等と結びついて，「新たな貧困」あるいは「生活

不安の増大」が「見える」ようになったこと，

2）離婚，未婚の母の増加といった家族の「多様

化」に．より，両親家族以外の家族「一一母子家族

（あるいは父子家族）が抱える問題が顕在化しつ

つあること，3）その背景には，女性問題への関

心を高めたフェミニズムの影響があること，そし

てこれに直接的・間接的に連動して，4）女性た

ち自身の発言，特に「女性世帯」の母たち自身に

よる発言や自助組織による活動が活発化したこと

があげられるだろう（注3）。

また，つけ加えておくならば，1980年代後半に

起こった母子家庭の母をめぐる不幸な事件「札幌

母親餓死事件」が，多くの人の関心と共感を呼ん

だことが指摘できる（注4）。患えば，1960年代

に起こった掘木訴訟は，障害福祉年金と児童扶養

手当の併給を求める障害を持つ母子家庭の母によ

る訴訟であり，すく中れて「女性問題」であったの

だが，女性が抱える共通の問題として受け取られ

たとは青いがたい。「女性問題」として捉えるた

めの問題意識が，フェミニズムの初期においては

充分浸透していなかったからである。しかし，

1987年に起こった同事件は，生活保護と母子家庭

問題を公の場に引き出し，貧困を「女性問題」と

して議論する契校となった。1980年代のはじめか

ら起こった生活保護の「適正化」問題と結びつい

て，久しく社会福祉の表舞台に登場することのな

かった公的扶助が，再び議論される契機を提供し
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たのである。

以上のような「風向き」を反映して，1980年代

後半から，社会福祉研究に女性と貧困の関わりが

取り上げられるようになった。それらの研究は上

述した理由により，「母子世帯」に集中している。

その研究内容を見る前に，「母子世帯」の名称に

ついて触れておきたい。従来，母子家庭や父子家

庭は，「欠損家族」と括られることが多かったが，

さすがにそのような「差別語」は姿を消し，それ

に代えて，「単身家族」「ひとり親家族」が使われ

ることが多くなった。これらの用語は，1970年代

終わり頃から使われるようになったが，1980年代

に入って東京都等の行政報告書に度々登場するよ

うになり，共通語として定着したようである（山

崎1983，1985，田辺1991）。同じ頃，外国の文献

の翻訳のなかで「ひとり親」が使用されたことも，

新しい用語の定着に一役買ったといえよう（シュ

レジソガー1986）。このような用語は，研究書や

報告書で使用されるだけでなく，より一般的に使

われつつある。例えば，「シソグル・ペアレント」

や「単親家庭」といった用語を使用した本が出版

されたのも，この頃からである（注5）。

このような用語の変化とは，今まで政策に登場

しなかった父子家庭をも含めたひとり親問題が認

識されたことを反映しており，また「母子世帯」

の用語が持つ「一定のイメージ」を払拭するため

には効果があったといえよう。しかし他方で，

「単親」「ひとり親」は，ジェソダー中立的な概念

であり，ジェソダーの問題を中和させてしまうこ

とになる。確かに，両親がいることを建て前とし

た社会で，親が一人しかいないことによって生ず

る困難は母子家庭・父子家庭ともに共通であり，

同じ問題を共有する部分もある。しかしながら，
一人の親が男親か女親かによって，直面する困難

は決定的に異なるのである。

一方で，より直接的に問題の担い手を特定する

「女性世帯」または「女性世帯主家族」という用
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語が使われはじめた（杉本1986，1993，重任

1991）（注6）。「ひとり親」であって，かつ生計

を担う親が女性であることによって生ずる問題を

抱える世帯という意味では，「女性世帯」あるい

は「女性世帯主世帯」の用語は適切に問題を規定

する。その意味から本稿では，統計や引用，また

それに関連する箇所では「母子世帯」を使用する

が，それ以外では「女性世帯」を使用することに

する。

このような過程を経て，貧困と女性との関わり

を研究テーマとすることは，「女性世帯」問題の

主題のひとつとして増加しつつある。それは，

「女性世帯」の推移や生活実体を明らかにするこ

と（「現代のエスプリ」1979，山崎1983，都村

1989，湯沢1990，森田1994），「女性世帯」への社

会的援助に関する研究－なかでも母子寮問題

（山崎1985，林1992，1993，全国母子寮協議会

1992）と生活保護・所得保障（城戸1985，1993，

中川1991，大沢1993，津原1991，篠原1995，濱本

1995）に関する研究が多いが，児童扶養手当に関

して（中垣1987）や、養育費問題（下乗1993）に

ついても行われている。また，日米の「女性世

帯」の研究もみられる（杉本1993，小谷1995，篠

原1995）。貧困研究におけるこれらの傾向はまだ

始まったばかりだが，貧困研究がジェソダー視点

を持つことにより，従来の貧困研究が必ずしも把

振することに成功しなかった人権や権利性を改め

て問う契機ともなるのではないだろうか。

3．貴周研究と「女性世帯」

1）「母子世帯」の統計と実体

社会福祉に限ったことではないが，多くの統計

が「性」を統計の指標としていないため，性別の

実状を把塩することは困難である。世帯類型のひ

とつである「母子世帯」についての統計はあるも

のの，実態を知ることは簡単ではない。各種統計

によりその概念が異なり，世帯数が大きく異なっ

ているからである。厚生省の「国民生活基礎調

査」は，「母子世帯」を「現に配偶者のいない20

歳以上60歳未満の女性と20歳未満のその子のみで

構成している世帯」と定義し，1994年調査では，

49万1千世帯（全世帯の1．2％）であった。また，

厚生省児童家庭局の「全国母子世帯等調査結果の

概要」（以下「概要」）は，「母子世帯」を「父の

いない児童（滞20歳未満の子どもであって，未婚

のもの）がその母によって養育されている世帯」

と定義し，1995年調査では，78万9，900世帯（全

世帯の1．9％）としている。一方，総務庁統計局

が行う「就業構造基本調査」は，「母子世帯」を

「母親と18歳未満の子どもからなる世帯」と定義

し，35万8千世帯と把塩している。これらの統計

は，いずれも抽出による推計調査であるが，全数

調査である「国勢調査」は，「母子世帯」を「死

別または離別の母親と未婚の20歳未満の子どもか

らなる世帯」と定義し，前回調査の1990年では，

55万1977世帯であった。

つまり，子の年齢が異なる（18歳未満または20

歳未満）としても，母親の年齢が異なる（20歳以

上60歳未満または年齢制限なし）としても，35万

8千（「就業構造基本調査」），49万1千（「国民生

活基礎調査」），55万1977（「国勢調査」），78万

9900（「概要」）と，その実数はあまりにも幅があ

る。「国民生活基礎調査」は母親の年齢制限があ

ること，「国勢調査」は調査拒否・無回答があるで

あろうことから，「概要」と比べてその数の少な

いことは説明できるかもしれない。後述するよう

に，児童扶養手当受給者数が57万余いることから

も，「就業構造基本調査」「国民生活基礎詞査」

「国勢調査」に現れた「母子世帯」の数は，過小

数字と判断できよう。またこれらの調査に現れた

数字とは，世帯類型として「母子世帯」を構成し

ているもののみであり，親や親族と同居している

「母子世帯」－生活実体としての「母子世帯」

－ほ統計外である。実際には，このような「隠
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れ母子世帯」の存在が多いであろうことは容易に

推測できる（注7）。そのことは，児童扶養手当

の受給者が（「母子世帯」を構成しているかいな

いかに関わりなく，夫と生別し，18歳以下の子を

持つ母に支給される），年間所得190万余円という

所得制限があるにも関わらず57万余世帯いること

からも推測できる。また当然，児童扶養手当を受

給していない，制限所得以上の「隠れ母子世帯」

の数は，いずれの方法からも推測できない。つま

り，統計に現れた「母子世帯」とは，生活実体と

しての「母子世帯」のほんの一角であると考えら

れる。しかし以上のような理由から，これらの調

査のなかでは「概要」が最も妥当に近い数字と判
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断することにする。

日本の「母子世帯」の出現率は，全世帯に占め

る率が1．2％（「国民生活基礎調査」）や1．9％

（「概要」）であるため，他国と比べて低率であり，

家族は「安定」しているというのが定説であるが，

「隠れ母子世帯」をも含めた「実体」とは，必ず

しもそうではないのかもしれない。また，統計に

現れるような独立した「母子世帯」を形成しない

こと一一形成できないこと，形成したくないこと

－は，「母子世帯」をとりまく社会的・文化的環

境が整っていないということでもあり，日本にお

ける「母子世帯」問題の特徴として指摘できよう。

しかしここでは，統計に現れた「母子世帯」につ

表1母子世帯になった理由別・母子世帯数及び構成割合の推移

調査年次 ��ﾘ���B�死別l ��h�I¥｢�
総数l離婚l未婚の可その他 

1952年 ��H��ﾇh���H���(�����｢�694，700 鉄���3�����8�3s����S(�3C�������3#����C�ﾋ����

1956年 ��ﾋ經��3����896，000 �#SH�3����c��3�������#(�3�����cH�3����

1961年 ���3�#��3����793，000 �#3h�3����s8�3�������#��3�����C8�3����

1967年 鉄�X�33���351，100 ��cH�3#���#(�3���������3C����3(�3����

1973年 田#h�3#���387，300 �#3��3����cX�3������X�33����S��3S���

1978年 田38�3s���316，100　317，500　240，100　　30，300　47，100 

1983年 都���3����259，300 鼎S��3s����3S(�3S������3��33����cx�3����

1988年 塔C��3#���252，300 鉄塗�3�����S#��3�������3��3C����3x�33���

1993年 1952年 都��3����滴�3S���鉄s��3C����S�x�3c������3x�3S����38�3C���

構　成　割　合（％） 

100．0 塔X�C��14．9　　　7．5　　　　1．6　　　5．8 

1956年 �����C��77．9 �#(�C������H�Ch����������C�������X�Cb�

1961年 �����C��77．1 �#(�C������h�C�����������C�������H�C"�

1967年 �����C��68．1 �3��C�������#8�Cx����������C�������h�CB�

1973年 �����H�C��61．9 �3��C(������#h�CC�����(�CH��������CB�

1978年 �����C��49．9 鉄��C�����3x�C���������H�C��H��x�CB�

1983年 �����C��36．1 田8�C�������C��C���������X�C8��������CR�

1988年 �����C��29．7 都��C8������c(�C8��������8�Ch������H�CB�

1993年 �����C��24．6 都8�C(������cH�C8��������H�Cx������H�C"�

（注）総数は，不詳を含んだ値である。

資料出典：厚生省家庭局「平成5年度全国母子世帯等調査結果の概要」

1995年
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表2　世帯類型別にみた世帯数の年次推移　（単位：千世帯，％）

年　次 ��ﾘ���B�高　齢　者　世　帯 劔母子世帯・ 儿8���)���その他 の世帯 
総　数 �%�<i�)���夫婦のみ の世帯 �+ｸ,ﾉ�ﾂ�

1960年 �#(�3Csb�500・ ��ｲ�ー ��ﾂ�424 �#��3SS"�
（100．0） ���(�C(�｢�ー ��ﾂ�－ �����C��｢�（95．9） 

1965年 �#X�3鼎��799 ��ﾂ�－ ��ﾂ�335 �#H�3��b�
（100．0） ���8�C��｢�－ ��ﾈ�H�X�H�X���－ �����C8�｢�（95．6） 

1970年 �#��3ャr�1，196 ��ﾈ���R�－ ��ﾂ�369 �#��33#��
（100．0） ��滴�C��｢�－・・■・ ��ﾈ���ﾂ�－ �����C(�｢�（94．8） 

19元年 �3(�3ピr�1，619 塔���725 都b�371 田B�30，823 
（100．0） ��滴�C��｢�（2．5） ���(�C(�｢�（0．2） �����C��｢�（0．7 ��涛8�C��｢�

1980年 �3X�333��2，424 ���3#�B�1，120 �����452 涛r�32，365 
（100．0） ��塗�C��｢�（3．4 ���8�C(�｢�（0．3） �����C8�｢�（0．3） ��涛��Ch�｢�

1985年 �3x�3##b�3，110 ���3CC"�1，544 ��#R�506 涛��33，511 
（100．0） ��嶋�CH�｢�（3．9） ��滴�C��｢�（0．3） �����CH�｢�（0．3） ��涛��C��｢�

1990年 鼎��3#s2�4，195 ���3塔��2，039 ��sR�540 ���"�35，435 
（100．0） ������CH�｢�（4．9） ��店�C��｢�（0．4） �����C8�｢�（0．3） ��塔��C��｢�

1991年 鼎��3S�b�4，711 �(�3#�R�2，297 ��湯�534 涛R�35，166 
（100．0） ������Ch�｢�（5．5） ��店�Cx�｢�（0．5） �����C8�｢�（0．2） ��塔h�C��｢�

1992年 鼎��3#���4，881 �(�3#S2�・2，412 �#�b�478 塔b�35，765 
（100．0） ������C��｢�（5．5） ��店�C��｢�（0．5） �����C(�｢�（0．2） ��塔h�C��｢�

1993年 鼎��3�#b�5°，185 �(�33唐�2，563 �##2�493 塔2�36，065 
（100．0） ����(�CH�｢�（5．7） ��塗�C��｢�（0．5） �����C(�｢�（0．2） ��塔h�C(�｢�

1994年 鼎(�3�c��5，535 �(�3C���2，784 �#c��491 涛��35，953 
（100．0） ����8�C(�｢�（5．9） ��塗�Ch�｢�（0．6） �����C(�｢�（0．2） ��塔h�CX�｢�

資料出典：厚生省大臣官房政策課監修「平成7年版社会保障入門」中央法規出版，1995年

いてのみ，上記の理由により「概要」を中心にみ

ていくことにする。

1995年7月に発行された「概要」は，「母子世

帯」が減少したことを指摘した。1967年に行われ

た調査以降，暫増し続けた「母子世帯」が，はじ

めて減少に転じたからであるく表1〉。しかし，

「国民生活基礎調査」をみると，「母子世帯」は必

ずしも増加傾向にあったわけではなく，1990年

（54万世帯）を頂点として，1990年代はじめから

減少と微増を繰り返している　く表2〉。「就業構造

基本調査」からも，前回調査（1988年）が45万5

千世帯であったので，減少傾向は明らかである。

このように各調査に共通してみられる「母子世

帯」の減少傾向の理由としては，1）子どものい

る世帯自身の減少があげられる。「国民生活基礎

調査」によると，児童のいる世帯は一貫して減少

し続けている。特に1990年代に入り，減少傾向に

は拍車がかけられ，1993年は全世帯に占める割合

が34．9％と最低になった。出生率の低下，20代・

30代の女性の減少など，今後もこの傾向は継続す

ることが推計されている。さらに，2）離婚率の

低さや「隠れ母子世帯」が，「増加」を抑制して

いることも指摘できるであろう（注8）。「母子世

帯」の増加が予測されながらも，それに反した減

少傾向はこのような「外的」と「内的」理由によ

ること，そしてその理由が依って立っている遠因

は，「母子世帯」をとりまく社会的・文化的理由と

いえるのではないだろうか。

減少傾向があるとはいえ，「概要」に明らかな

「母子世帯」の実体は，「母子世帯」の変化をよく

現している。「母子世帯」になった理由は，死別

が減少し（24．6％），離婚（64．3％）と未婚の母
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（4．7％－前回に比べ23．4％増）が増加したく表

1〉。「母子世帯」が増加しない，女性が一人で生

きづらい社会背景にもかかわらず，出現した「母

子世帯」のこのような変化は，「母子世帯」が抱

える深刻な問題と，今後の傾向を物語ていると考

えられる。

2）「女性世帯」と公的援助

これら「女性世帯」が他の世帯と比べて貧困に

近い位置にいることは，多くの資料から明らかで

ある。まず，「概要」によると，「母子世帯」の

1992年の年間収入は，世帯平均で215万円であり，

一般世帯の648万円の約3害拍ことどまっている。

前回（1988年）調査では平均202万円，一般世帯

が513万円であったから，一般世帯と比べて「母

子世帯」の収入の低さはさらに顕著になったこと

になる。また，平均では215万円であるが，死別

は254万円，生別は202万円と，特に生別「母子世

帯」の収入の低さが目立つ。「国民生活基礎調査」

によると，1992年の年間収入は，「母子世帯」264

万円，高齢者世帯317．1万円，その他の世帯706．8

万円となっている。また，所得四分位階級別世帯

数百分率を世帯類型別にみても，第Ⅰ四分位階級

に「母子世帯」の76．5％が集中し，高齢者世帯

66．8％，その他の世帯が17．7％であることと比べ

ても，その所得が低位に集中している。アメリカ

の統計のように，毎年ごとに世帯人数別の「貧困

線」を計上していない日本では，果たしてどこか

らが「貧困」であるかという線引きをすることは

難しいが，所得四分位階級別世帯数百分率からも，

「母子世帯」の「貧困度」は高いといえよう。

「国民生活基礎調査」にみる「母子世帯」の所

得の内訳は，8割以上が何らかのかたちで働いて

おり，うち4割は，雇用者所得のみによって生活

している。つまり，「母子世帯」の6割の所得の

内訳とは，雇用者所得＋その他，またはその他の

みということになる。ここには子の父の援助や親
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族の援助等私的な援助も含まれるのだが，多くの

「母子世帯」が何らかの公的援助を受けているで

あろうことが推察できる。「母子世帯」への経済

的援助は，死別「母子世帯」へは社会保障法の下

で遺族年金等の給付を，生別「母子世帯」へは

（一部死別も含まれる）児童扶養手当の給付を行

っている。それらの援助にも関わらず，さらに経

済的困窮に陥る「母子世帯」へは，一般世帯と同

様に生活保護によって最低生活の保障が行われる

が，ここでは児童扶養手当と生活保護を取り上げ

て，社会福祉が「母子世帯」をどうあつかってい

るのか，その制度と背景について考察する。

①児童扶養手当

児童扶養手当は，父母の離婚等により父と生計

を同じくしない18歳未満の児童，または20歳未満

で一定の障害の状態にある児童を監護養育してい

る母等の申請に対して行われる援助で，児童1人

の場合月額41，390円，児童2人の場合46，390円，

3人以上は児童1人の加算額3，000円である。所

得制限は，192万9千円未満（2人世帯）（192万

9千円以上，393万2千円未満の場合は，13，600

円につき支給停止）。1994年3月末で，574，844人

（対象児童859，843人）が受給しているく表3〉。

「母子世帯」のうちのどれくやらいの割合が児童

扶養手当を受給しているかほ，上述のように分母

とすべき母子世帯数が一定でないので明らかにで

きないが，「概要」によると，18歳未満の子ども

のいる世帯のうちの71．9％が受給している。平均

受給期間は5．2年で，使途としては生活費が圧倒

的に多く（69．7％），次いで教育費（25．5％）と

なっている。このことから，所得制限がありなが

らも多くの「母子世帯」が受給し，かつ生活費と

して使っているという，「母子世帯」の苦しい生

活状況が明らかである。受給していない28．1％の

「母子世帯」は，受給していない理由として，公

的年金受給（55．4％），所得制限（21．1％），その
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表3　児童扶養手当受給者数の推移　　　　　　　（単位：人）

年　次 丶x���B�世　帯　炉　型　別 生別母子世帯 剋�別 母子世帯 冕(ﾚX,ﾂ�^ｨ���)���障害者 世帯 ���ﾉ�)���その他の 世帯 

離　婚 �+ｸ,ﾉ�ﾂ�

1975年 �#S��33�b�128，330 �(�3s���32，084 �#H�3c3"�21，284 �3H�3鼎��7，335 

1980 鼎s��3�S"�300，269 �(�3c���38，479 �3h�3#�R�30，903 鉄(�3Ssb�9，001 

1985 田Cx�3c�b�490，891 �(�3S���31，948 �3X�3##B�30，000 鼎x�3#���9，763 

1990 鉄ヨ�3s�"�494，561 ���3s�2�18，326 �3��3鼎2�8，114 �#h�33�R�8，820 

1991 鉄sH�3����486，860 ���33SB�16，167 �3��3S釘�7，101 �#8�3s#��8，296 

1992 鉄cx�3cッ�485，904 ���3#C��14，544 �3��3��2�6，138 �#��3�#b�7，920 

1993 鉄sH�3イB�495，279 ���3�3r�13，630 �3��3田B�5，484 ����3c32�7，717 

1994 鉄ベ�3#3"�508，768 ���3����12，735 �38�33���5，039 ����3#C��8，049 

資料出典：厚生省「社会福祉行政業務報告」

他（23．5％）をあげており，所得制限を越えるこ

ために受給しない「母子世帯」が多くはないこと

がわかる。

児童扶養手当は，戦後の母子生活問題対策の拡

充の中から創設されたものである。1959年に国民

年金法の実施に伴い，母子年金・母子福祉年金な

どの遺族年金が整備されたことに伴い，生別「母

子世帯」に対する援助として，1961年に制定され

た（62年施行。夫が障害を持つ家庭，年金のない

死別母子世帯，遺棄された母子，養育家庭も対象

として含まれる）。当初はそれほど多くはなかっ

た受給者は，1980年代に入って増加し，1985年が

64万8千人とピークに達する。制度成立時には，

生別により「母子世帯」になったものは22％でし

かなかったが，年を追うごとにその割合が高くな

ったからである。その生別「母子世帯」が死別

「母子世帯」を上回ったのが1978年であり，以後

も増加し続ける生別「母子世帯」は，児童扶養手

当制度を改革することへと向かあせた。そこで

1985年8月に行われた改革とは，1）新規受給者

については10分の2を地方，8を国が負担するこ

と，2）2段階の所得制限の導入であった。この

制度改革をめぐって，「母子世帯」の母たち自身

によって「児童扶養手当の切り捨てを許さない連

絡会（児扶連）」が結成され，反対運動が起きて

いる（注9）。

この改革の結果として，1985年以降，受給者は

減少傾向を続けている。1985年よりも1990年代は

じめの方が，「国民生活基礎調査」や「概要」に

よれば「母子世帯」が増加しているにも関わらず

である。また1990年には，所得制限の上限が，

170万6千円から現行に引き上げられた。この2

回にわたる改革によって，多くの「母子世帯」が

受給資格から漏れたことが想像に難くない。「概

要」からも明らかなように，生別「母子世帯」の

平均年収202万円とは，児童扶養手当の所得制限

192万9千円のまさに「少し上」でしかない。

1985年の二段階所得制限の導入によって，児童扶

養手当は，全面受給と一部支給との2段階の援助

となったが，1994年の受給世帯58万7千世帯のう

ち，全面受給44万5千世帯（75．8％），一部支給

14万2千世帯（24．2％）と，児童扶養手当受給の

「母子世帯」の所得の低位集中が明らかである。

以上のように児童扶養手当は，「母子世帯」が

貧困に陥るリスクを防ぐ「一定の役割」は果たし

ている。しかしその問題点として，政策の意図す

る「母子家庭像」をみることができる。そのひと

つは，死別を下回る生別「母子世帯」への援助で
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表4　被保護世帯の世帯類型別世帯数・指数の年次推移

総数l高齢者l母子l持病・障害者巨の他 

昭和46年ぐ71） ��(�������H���5�ﾈ饉ﾘｼ��｢�666，051204，293　65，894　　　272，274123，590 

50　ぐ75） 都�H�3sス��##��3#C���s��3#������v���3#(�3CS������3ピR�

55　ぐ80） 都CH�3s#H��##X�33C���店�3c#�������3C(�3ssx�����3塔r�

60　ぐ85） 都s��3s度��#C8�3#c���8�3都�������3C��3ャ���s(�3cs��

平2　（J90） 田#(�3#3X��#3��3c����s(�3ン�������#cx�3�����S��3c3r�

4　ぐ92） 鉄ォ�3�#�#3X�3�����Sx�3イx������#C��3�3���C8�3����

5　（，93） 鉄ス�3�ド��#C��3c����SH�3c度��������#Cx�33c(��C(�333��

6ぐ94） 昭46年ぐ71） 鉄滴�3C3���#C��3C����S8�3S度������#S��3�S���C(�3#cb�

指　　　数（46年度＝100） 

100．0　　100．0　　100．0　　　　　100．0　　100．0 

50　ぐ75） ���X�C���������C8������h�Ch��������������CH������s8�CR�

55　ぐ80） �����C���������C8�����CX�C����������#X�C�������cX�CR�

60　ぐ85） ���h�C���������C����s8�C������������#��C�����S��C��

平2　ぐ90） 涛8�CH������8�CH��������Ch������������嶋�C�����C��C��

4　　ぐ92） 塔x�C�������X�C�������ベ�C����������������C�����3X�CR�

5　　ぐ93） 塔x�C����ﾔベ�C��������8�C����������������C�������3H�C2�

6　　ぐ94） 塔��C(�����#��Ch���������C8���������������C�������3H�C"�

資料出典：厚生省「社会福祉行政業務報告」

ある。児童扶養手当の支給額は，社会保障法の下

で行われている国民年金の遺族基礎年金の83，700

円（第2子17，950円，第3子以降5，983円）のほ

ぼ半額。死別「母子世帯」の方が生別「母子世

帯」よりも平均年収が多いが，それには少なから

ず遺族基礎年金が貢献していよう。このように同

じ「母子世帯」であってもその出現理由によって，

生別より死別へと，援助の「厚さ」が異なる。ま

た，二つ目としては，生別のなかでも，「事実婚」

や未婚の子の認知，男性との交際や同居等，「男

性」との関係によって選別が行われていることで

ある。生別「母子世帯」は，生計を担う夫がいな

いことが条件であるが，そのことは「男性」との

関係を厳しく制限することになり，母子世帯の母

と子がおかれている状況とは関係なく，「モラル」

を基準にして支給対象者を制限することが行われ

ている（注10）。
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（∋生活保護

生活保護受給者の年齢・世帯規模・地域・世帯

妖型による統計はあるが，性別による統計はない。

ここでもまた，「性」を指標にした統計がないた

めに，女性と生活保護の関わりを知ることはでき

ない。例えば，近年減少債向にある生活保護受給

者の最大の受給者集団とは，世帯類型別にみると

高齢者世帯であり，また年齢別統計でみると70歳

以上の高齢者である。しかしその高齢者の性別は

不明のため，女性高齢者と生活保護の関まっりはまっ

からない。世帯類型別の統計があるため，「母子

世帯」の被保護世帯数を知ることはできるが，そ

れ以外の女性の被保護者については統計は何も明

らかにしていない。

近年の生活保護は，減少の債向にある。受給世

帯の世帯数は1970年代を通じて増加し続け，1984

年の79万世帯をピークとして減少に転じ，1993年

度には59万世帯に減少した。また世帯保護率も，
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1965年度の24．80／00から1993年度14．00／00と減

少した。生活保護受給の「母子世帯」も全体と同

様に減少傾向にあり，1984年から下降を続けて現

在に至っている　く表4〉。ちなみに，上記した調

査のうち，「母子世帯」の生活保護受給数につい

ての調査項目を持つものもあるが，その数は4万

世帯（1992年「国民生活基礎調査」）と，「社会福

祉行政業務報告」の同年の実際に受給した5万8

千世帯と比べてかなり低い。このことからも，こ

の種の調査が回答拒否や無回答のため，かなり低

い統計となっていることがわかる。「社会福祉行

政業務報告」により，実際に保護を受けた「母子

世帯」の実数はわかるが，これが全「母子世帯」

の何％に相当するかということは上記した理由に

より簡単ではないが，ここでは年次推移を知るた

めに「厚生統計要覧」を使用することにする。そ

れによると，生活保護受給「母子世帯」は全受給

世帯の9．3％（93年）を占め，1980年代半ば

（14．4％）から減少を続けている。

1980年代に何が起こったかほ，前述した「札幌

母親餓死事件」が象徴的に物語っている。1960年

代・70年代と増加を続ける生活保護受給率を押さ

えようとする動きは，1980年代はじめから始動し

た。まず，厚生省社会層保護課長・監査指導課長

の連名で出された，いわゆる「社保123号」通知

が出されたのが1981年であった。これは，暴力団

などの不正受給を防止するというふれこみで，生

活保護受給を厳しく制限することに関しての通達

であり，1）申請時に必要とされる収入や資産の

申告書の詳細化，2）資産・扶養関係に関する調

査の「同意誓」の提出を義務付けること等，具体

的な実施を促したものである。さらに1984年には，

生活保護基準の算定を格差縮小方式から消費水準

方式に変更し，生保基準そのものを引き下げた。

1985年は，生活保護の国庫負担率を8割から7割

に引き下げるなど，臨調・行革路線による生活保

護行政が実施された。このような一連の「改革」

の結果，1980年代後半から受給世帯数は減少に転

じた。このような引き締めのあおりは，世帯類型

に関わりなくそれぞれの受給世帯に及ぶのである

が，特に「母子世帯」がその対象とされたのであ

る。生活保護受給の高齢者世帯や障害者世帯とは，

その出現の「事情」や「経過」が異なる「母子世

帯」（特に生別「母子世帯」）は，「改革」の対象

とされる理由があるとされたからである。「母子

世帯」に対しては，従来以上に前夫への扶養義務

の履行や，「水商売」「風俗」も含めての働くこと

の強要が行われたことが報告されている（寺久保

1988，関1988，水島1990）。ここでも「母子世帯」

は，適正化の影響で保護を受けづらくなるといっ

た，他の受給世帯と同様の問題を持ちながら，

「母子世帯」独自の問題を抱えている。

また，生活保護受給世帯のなかで，「母子世帯」

だけの特徴があげられる。「厚生統計要覧」によ

り生活保護開始・廃止の理由をみると，当然なが

ら「母子世帯」はその理由を全体の傾向と異にし

ている。全体としてほ，開始の原因としては「世

帯主の傷病」が圧倒的に多く（79％），生活保護

廃止の理由は，「世帯主の傷病治癒」がもっとも

多い（33％）。「母子世帯」については，もっとも

多い保護開始理由は，「働いていた者の離別等」

（42％），廃止理由は，「働きによる収入の増加・取

得」（50．7％）である。これは，生活保護を受け

るに至る理由が「性」により異なっていること，

ゆえに必要とする援助も異なることを示している。

世帯類型別最低生活保障水準の母子3人世帯を

みると（1995年），その保護費は，く1級地の1〉

の193，495円から，く3級地の2〉の150，722円で

ある。これを年収に換算すると，232万円から180

万ということになる。「概要」によると「母子世

帯」の平均年収は215万円，生別「母子世帯」だ

けでは202万円なので，多くの「母子世帯」の収

入は，生活保護基準程度ということになる。また

児童扶養手当の所得制限も，手当の全額受給のた
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めには192万9千円未満であるから，生活保護と

同程度の生活水準ということになる。「母子世帯」

の生活実体を分析し，児童扶養手当の満額受給の

年収とは，生活保護受給と同等であることが明ら

かにされている（津原1991）。そうすると，児童

扶養手当⇒生活保護という移行は，下方へ向かっ

ての移行ではなく，何らかの条件が整わない場合

（低年齢の子どもがいる，母親の学歴や職業観，

親や子の父の援助の有無等）の水平上の移行であ

り，結果としてほ同笹度の生活水準が「保障」さ

れることになる。このように「何らかの条件」に

より容易に児童扶養手当から生活保護へと移行す

るのならば（むろん「母子世帯」は生活保護を簡

単には受給できないが），「何らかの条件」を援

助する，経済的援助だけでない，総合的な政策が

必要ということがいえるだろう。

4．おわりに－日本における「貧困の女性化」

現在の日本においては，アメリカで顕在化し，

社会福祉改革の議論の焦点となったような「貧困

の女性化」現象は顕在化してはいない。しかしそ

の背景には，貧困な「女性世帯」の存在が潜在化

していることは上記の分析から明らかである。こ

のように「女性世帯」に代表的に出現する女性の

貧困問題のルーツとは，「ジェソダー階級的地位
一一一女性を女性として親定する役割」にある。つ

まり，1）女性が出産・子育てを担うこと，2）

女性が構造的性差別社会の中で生きること，3）

女性が結婚という安全弁を持たないことが貧困の

原因なのである。このように貧困とは，ジェソダ

ーと深い関わりがある社会的問題なのであり，ジ

ェソダーを考慮した社会福祉政策が不備であれば，

貧困化する「女性世帯」（あるいは高齢女性・中高

年独身女性・障害を持った女性等）が増加せざる

をえない。このように女性がおかれている状況は，

日本においてもアメリカと同様である。しかし日

本の現状は，児童扶養手当受給の「女性世帯」も，
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生活保護受給の「女性世帯」も，政策の転換点で

ある1980年代半ばから減少し，「女性世帯」自身

も統計上は減少している。このように「貧困の女

性化」が顕在化しない理由としては，極めて日本

的な理由が考えられる。

ひとつは，日本的な家族関係である。「女性世

帯」が親や親族と同居することによって，独立し

た「母子世帯」を構成しないことがそれである。

上記したいくつかの統計上の「母子世帯」の数よ

り児童扶養手当受給世帯の方が上回っていること

は，このような同居「母子世帯」の存在が多いこ

とを推察させる。またこのような同居「母子世

帯」は，生活上も程度の違いはあっても何らかの

援助（必ずしも経済的援助とは限らないが）を受

けていることが考えられ，貧困に落ちいることを

防いでいる。児童扶養手当とは，こういった「疑

似母子世帯」に対しては，有効な援助となってい

るのかもしれない。また，日本的な家族関係の他

の「効用」とは，同居「母子世帯」を選択する以

前に働くのかもしれない。つまり離婚を選択しな

いことに機能しているのかもしれない（注11）。

ふたつめの理由は，公的援助の不備とその背景

にある公的援助の女性観である。現行の社会福祉

制度は，従来の家族観一一結婚観に乗っ取って構

築されている。ゆえに「女性世帯」とは，その家

族観から逸脱した「例外」なのである。そしてそ

の「例外」となった理由別に，援助に値する「女

性世帯」（死別）と，援助に値しない「女性世帯」

（生別）とに「女性世帯」を振り分けることにな

る。死別により生じた「女性世帯」は，援助に値

する「女性世帯」として，社会保障法のもとに逮

族年金の対象として保護される。離婚や未婚によ

り生じた「女性世帯」は，援助に値しない「女性

世帯」として，公的援助を厳しく制限される。な

かでも未婚により生じた「女性世帯」への援助は，

最も制限される。社会福祉の対象とされる男性の

貧困者が，労働可能か否かによって振り分けられ
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ることとは別のベクトルが，「女性世帯」には適

用されている。「女性世帯」により重く課せられ

るこのようなステイグマほ，公的援助を受給する

「女性世帯」を抑制することに働く。そして同時

に，このような抑制が離婚や未婚の母の出現を抑

制するという，二重の抑制が存在する（注12）。

「貧困の女性化」は顕在化してはいないが，そ

れは深刻な生活問題を抱える「女性世帯」が少な

いことを意味しない。「貧困の女性化」は潜在化

し，「見えない」だけにその克服はいっそう困難

である。このような「女性世帯」の生活を支え，

「自立」を援助するためには，貧困研究にジェソ

ダーの視点が不可欠であることはいうまでもない。

そのためには，1）男性の貧困と原因・経過が異

なる女性の貧困の原田を考慮すること，2）妊

娠・出産・哺青といった女性の特性が不利になら

ないような援助を考慮すること，3）労働と保育

政策を結びつけて考慮すること，そして何よりも，

4）社会福祉制度が内包する「性差別」を批判す

ること，が早急に必要とされている。「女性世帯」

と貧困を考慮することは，他方で，男性の貧困
－生計維持者としての貧困－を問い直すこと

でもあり，社会福祉の貧困政策を権利に基づいた

実効あるものとして改めて考えていく実検ともな

るはずである。

（注1）アメリカにおける社会福祉研究とフェミニズ

ムとの関わりについては，杉本貴代栄著『社会

福祉とフェミニズム』（1993年，効草書房）を参

照。

（注2）ダイアナ・ピアースが，1978年に「The

FemimizationofPoverty：Women，Workand

Welfare」（thi）an andSocial Change Review，

1978）のなかで「貧困の女性化」現象を「発見」

して以来，貧困はクェソダーにかかわりのある

問題として認識され，ジェソダー視点を持った

貧困研究がおこなわれるようになって現在に至

っている。アメリカにおける貧困研究の研究動

向については，別の機会に詳細した（杉本他著

『貧困化する女性世帯への社会福祉援助をめぐる

日米比較研究』（文部省科学研究費助成研究報告

書，1996年3月出版）。

（注3）例えば，1980年代後半から，母子家庭を主題

にした小説・エッセイ等が，当事者である母たち

によって発表されることが多くなった。例えば，

干刈あがた，下田治美，神谷麻衣，久田恵他が

ある（干刈1984，久田1985，下田1987・1988，神

谷1991）。また，「児童扶養手当の切り捨てを許

さない連絡会（児扶連）」のような，自助組織の

活動や発言が活発化したことがあげられる。

（注4）「母子世帯」に対する生活保護行政の差別性

を指摘した水島宏明の『母さんが死んだ』は，

当時の大宅壮－ノソフイクショソ賞の最終候補

作に残り，人々の関心を同事件に引きつけた。

また他にも，同事件を「母子世帯」に対する生

活保護行政の批判として記述した本が出版され

た（寺久保1988，閑1988）。その後，生活保護行

政よりも死亡した母親の「男性問題」が事件の

原因であったという指摘がされたが（久田1992，

1994），それに対しても，生活保護行政の差別性

が事件の基本にあったことが再度論じられてい

る（大沢1993，杉本1993，1995，篠原1995）。

（注5）例として，『シソグル・ペアレソト一男の家

事・男の変革』（重川，1990），F単親家庭の呪い』

（下田，1987）をあげておく。

（注6）「女性世帯」の概念については，（注2）に記

述した『文部省科学研究費助成研究報告書』の

なかで詳細した。ここでは「女性世帯」とは，

女性が主たる生計の担い手で，扶養すべき子ど

もを有する世帯として使用する。

（注7）厚生省児童家庭局が行う「全国母子世帯等調

査」だけは，「父のいない満20歳未満の未婚の子

どもが母によって養育されている世帯」に同居

者がいても「母子世帯」として統計してはいる

が，その「母子世帯」のうちのどれだけが同居

者がいる世帯かは統計上明らかではない（担当

者への電話での聞き取りによる）。

（注8）離婚は増加しつつあるとはいっても，全数で，

179，191（92年），188，297件（93年），195，115件

（94年）。人口千人に対して，1．45（92年），
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1．52（93年），1．57（94年）という推移であり，

離婚をすることが女性の生き方の選択肢に加え

られているとはいいがたい。

（注9）反対運動の成果として，①15歳で受給打ち切

り，②子の父の所得により受給を制限する，③

未婚の母には支給しない，といった当初の改正

案は修正された。

（注10）F正しい母子家庭のやり方j r母子家庭にカソ

パイ！』のなかで，事実婚を疑われたケースが

いくつも繹介されている。

（注11）日本において「貧困の女性化」現象が顕在化

しない理由については，「く貧困の女性化現象〉

ほアメリカだけの問題か」（杉本1993）のなかで，

「家庭内離婚」という形で離婚を選択しないこと

の「効用」について述べた。

（注12）例えば，児童扶養手当の「改正」時に，手当

を少しずつカットしていったら，離婚件数が減

るのではないかという意見があったことが紹介

されている（中垣1987）。
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